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 提案の骨子 

【１】  がん対策の現状に対する提案。 

（１）  がんに対する社会資源の投入が不十分であり、投入量を増やす必要がある。 

（２）  政策立案決定プロセスを改善すべきである。 

（３）  「予算」「診療報酬」「制度改正」の３つの側面を横断的に有機的な検討 

を行い、効率的で有効な対策を進めるべきである。 

【２】「予算」「診療報酬」「制度」の３つの側面からなる１４０本の推奨施策を提案。 

【３】重点項目に入れるべき施策の提案。 

（１）緊急に重点的な実施が必要と考える９本のがん予算施策を提案する。 

（２）「がん診療連携拠点病院制度」の抜本的改正を求める。 

（３）全国的ながん登録システムを整備することを求める。 

 

本協議会は、タウンミーティングや都道府県がん対策推進協議会委員等アンケー

トなどによって得た全国の多数の患者、現場、地方の声を踏まえ、「平成２３年

度がん対策予算に向けた提案書 ～みんなでつくるがん対策～」として、以下の

提案をする。 

 

【１】がん対策の現状に対する提案 

（１）がんに対する社会資源の投入が不十分であり、投入量を増やす必要がある。 

   都道府県がん対策推進協議会等委員へのアンケート結果（回答者５２０人） 

では、がん予算に関して、「十分である１３％」、「十分でない８７％」で 

あった。診療報酬について「十分である９％」「十分でない９０％」であっ 

た。制度の整備については、「十分である２０％」「十分でない８０％」で 

あった。がん対策への資源投入が不足しており、対策が弱いというのがほぼ 

共通認識であった。タウンミーティングにおける回答（４３０人）でもほぼ 

同様の結果が得られた。 

 

（２）政策立案決定プロセスを改善すべきである。 

 （１）のアンケート調査によると、がん予算の決定プロセスに関して、「満

足である１２％」、「満足でない８７％」であった。診療報酬の決定プロセス

について「満足である１１％」「満足でない８８％」であった。制度の決定プ

ロセスについては、「満足である２０％」「満足でない７９％」であった。が

ん対策の政策決定プロセスが不透明で患者、現場、地域の声が届いていないと

いう認識が一般的であると考えられる。平成２２年度予算策定においては、厚
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生労働省が都道府県のがん対策ニーズを把握するため、がん対策担当者に面談

してヒアリングを行うという変化があったが、全体としては、都道府県、市町

村などの地域と国の連携はまだまだ不十分である。 

（３）「予算」「診療報酬」「制度改正」の３つの側面を横断的に有機的な検討 

を行い、効率的で有効な対策を進めるべきである。 

   （１）のアンケート調査とタウンミーティングの意見によると、がん対策を

進めるには、「予算」「診療報酬」「制度」にわたって横断的に変革する必要

がある。たとえば、がんを診療する医療機関のネットワーク整備に関しても、

制度の改正を行い、構造転換のために政府予算を投入し、同時に恒常的にイン

センティブを保つために診療報酬で評価を行うといった、横断的で横串を通し

た政策パッケージが必要である。 

 

【２】「予算」「診療報酬」「制度」の３つの側面からなる１４０本の推奨施策を

提案 

○がん対策「予算」については、別添１の７４本の施策を提案する。 

・平成２２年度提案書のうち、実際に平成２２年度予算案に採用されたもの

が一部あったことは評価できる。しかし、それはごく一部にとどまってお

り、推奨施策の採用をさらに進めることが必要である。 

・また、都道府県間で活用されるがん対策予算の額に格差が見られるのは、

都道府県によって財政力が異なるためで、これを是正するため、２分の１

（半額）補助でなく１０分の１０（全額）補助の仕組みを主流にするな 

ど、抜本策を打つ必要がある。 

・平成２２年度予算案において、がん対策予算の総額は増加したが、分野別

に見ると増額となったのは主にがん検診の分野であり、医療機関、医療従

事者育成、緩和ケアなどの分野は減額となっているため、高く評価をする

ことはできない。 

・また、計上したがん対策予算が都道府県やがん診療連携拠点病院などによ

って活用されずに残る不用が依然として発生しているのは、国と都道府県

等の予算のミスマッチが解消されていないことを示している。 

・現行のがん対策予算について、それぞれの予算や事業が地域のニーズとミ

スマッチはないか、事業が成果を挙げているか、政策目的を達成するため

に有効に働いているかなどを、洗い出して点検することも必要である。 

 

○がん対策「診療報酬」については、別添１の２９本の推奨施策を提案する。 

・がん医療に関しては、質の高いがん診療、均てん化を進める活動、連携の
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強化など、促進が必要な分野に十分なインセンティブが付与されておらず、

がん診療に関する診療報酬の評価を、より充実させることが必要である。

また、がんに関する医療従事者を育成するため、十分なインセンティブを

付与していくことが重要である。 

・当協議会が平成２１年１２月４日に提出した提案書において参考として例

示した項目２６本のうち、一部の項目については、平成２２年度診療報酬

改定に反映されている。中央社会保険医療協議会（中医協）において当協

議会の提案を参照した議論があったことは進歩であり、今後の改定作業に

おいても、同様のプロセスを経ることが必要である。 

・ただし、積み残された課題も多く、引き続き平成２４年度の次期改定に向

けて取り組みを進めるべきである。また、次期改定期は診療報酬と介護報

酬の同時改定となる予定である。がん診療領域においては、医療と介護の

両面に関係する事項が多いため、がん患者・家族を中心とした包括的な支

援を強化するよい機会となる。なお、がん医療の均てん化と標準治療の推

進に向けた評価、未承認薬等の早期承認などにより、有効性と効率性の向

上、無駄の削減に努めることも必要である。さらに、保険料や税の負担と

給付の関係について、広く国民の議論とコンセンサスを得ることも重要で

ある。 

 

○がん対策の「制度」の改正について、別添１の３７本の推奨施策を提案する。 

・がん医療の問題点を解決するためには、多くの点で制度の改正や新たな制

度の創設が必要である。がん領域の問題点に関係する法律・政令・通知・

規則などを総合的に洗い出し、必要な改正を行うべきである。制度改正が

予算や診療報酬上の評価の前提となる場合もある。また、制度改正なしで

は、予算化や診療報酬上の対応をしても効果が薄い場合も考えられる。た

とえば、地域がん登録に関しては、がん登録法の制定により、新たに全国

的に統一された方式により地域がん登録を実施するなどの取り組みが求め

られる。 

 

【３】重点項目に入れるべき施策の提案。 

（１）緊急に重点的な実施が必要と考える９本のがん予算施策を提案する。  

    都道府県がん対策推進協議会委員とがん患者関係者等に、昨年度提案書に

ある７０本の施策に関して優先度を尋ねたアンケートで上位になった施策と、

当協議会委員の意見を合わせ、以下の９本の施策について特に優先度が高い

として、別添２の図示による詳細な説明を添えて推奨する。 
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施策① 緩和ケアを担う施設などの拡充事業 

施策② 長期の化学療法に対する医療費助成事業 

施策③ 専門・認定看護師・薬剤師等育成配置支援センター事業 

施策④ 副作用・合併症に対する支持療法のガイドライン策定普及事業 

施策⑤ 地域がん登録・全国集計活用事業 

施策⑥ がんベンチマーキングセンター事業 

施策⑦ 患者・家族のための、がん総合相談支援事業 

施策⑧ がん患者満足度調査事業 

施策⑨ サバイバーシップ事業 

 

（２）「がん診療連携拠点病院制度」の抜本的改正を求める。 

       がん診療連携拠点病院（以下「拠点病院」という。）制度に関しては、こ

れまでの現行の制度が一定の役割を果たしてきたものの、がん医療の均てん

化と、切れ目ないがん医療の面的展開という点から、質的な面で評価すると、

拠点病院制度は目指している方向に必ずしも有効に働いていない側面がある。

提供される医療の質の高さや、地域のカバー率、面的連携の強化、患者目線

での運営など、がん対策基本法の趣旨に沿ったがん診療体制ネットワークの

制度を一層充実・強化するために、拠点病院の指定要件について、がん対策

推進協議会等において検討の上、下記の留意事項を配慮しつつ、制度の大幅

な見直しを行うことを推奨する。 

［留意事項］ 

①   均てん化と切れ目ないがん医療の面的展開に関して貢献する医療機関

へのインセンティブが働くこと  

②   医療機関が継続的に質の向上に取り組むインセンティブが働くこと  

③  地域の面的カバーの拡大と、医療の質の向上の両面でのインセ    

ンティブが働くこと  

④   大都市、地域の中核都市、地方都市、過疎地のいずれにおいても、適

応できる仕組みであること  

⑤   医療従事者の育成確保のインセンティブが働くこと  

⑥   患者・家族の目線で拠点病院のあり方を見直すこと 等 

また、具体的な改正点としては、次のような点を検討すべきと考え、 こ

うした方針に合わせて指定制度を再構築し、その上で国の予算措置も強化し、

質の担保に伴い診療報酬上の評価もさらに高めるべきである。 

①   拠点病院のタイプを複数分けすること（全がん種タイプ、特定がん

タイプなど） （要件をすべてクリアしている拠点病院、それ以外の拠
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点病院など）  

②    連携に関する評価を取り入れること  

③    地域の医療計画において記載した役割分担に位置付けること  

④   指定要件について訪問審査の考えを取り入れること  

⑤   病院機能、プロセス指標、アウトカム指標をチェックするための第

三者的な組織によるベンチマーキングセンターを設置すること  

⑥   都道府県がん診療連携協議会、都道府県がん診療連携拠点病院連絡

協議会などに、患者代表の参加を必須とすること    等 

なお、運用に当たっては、拠点病院の役割に鑑み、患者やその家族から、

セカンドオピニオンや相談支援の求めがあった場合は、適切かつ迅速に応じ

るよう努めることを通達するなど、患者や家族に配慮を求める。 

                          

（３）全国的な地域がん登録システムの整備することを求める。 

地域がん登録に関しては、がんの実態を把握し、対策を立案するために不

可欠であるにもかかわらず、これまで一部の地域でしか実施されず、精度も

不十分な場合が多く、がん対策のために有効な総合的活用もなされていなか

った。そこで、地域がん登録に関する法的な根拠を作るなどの対策により、

全国的に地域がん登録を実施し、がんの実態を把握し、がん対策に活用する

体制を整備することを推奨する。 

国においては、地域がん登録の一層の推進や、国民及び医療従事者などの関

係者への情報提供により、国と国民等が一体となってがん対策に取り組むこと

ができるよう、「予算」、「診療報酬」、「制度」の面から総合的に、以下の

対策を講じられたい。 

①   がん医療の向上のためには、地域がん登録が必要であるとの国民の認 

識を深めてもらうことができるよう、地域がん登録の仕組みについて十

分に周知を図ること。 

② 個人情報保護法及び統計法との整合性を図った上で、地域がん登録の

実施についてがん対策基本法に位置付けること。あるいは、「がん登録

法（仮称）」の制定を行うこと。 

③ 現在、研究等で行われているがん登録の取り組みについて、法に基づ

く全国的かつ継続的な事業とするとともに、精度の一層の向上を図るた

めの措置を講ずること。具体的には、がん登録を実施する各医療機関お

よび登録情報を収集・分析する機関等に対して十分な人員配置および予

算上の措置を講ずること。 
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④ 最新の治療技術を反映した生存率を算定するために、毎年の生存確認

調査が可能な体制の確立に努めること。 

 

＊以上、提案書「要旨」。詳細は、提案書本編「平成２３年度 がん対策に向けた提案

書～みんなで作るがん政策～」を参照のこと。 
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「予算」「診療報酬」「制度」の３側面からなる１４０本の推奨施策 

別添１  
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別添２  

緊急に重点的な実施が必要と考える９本のがん予算施策 
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平成 23年度 がん対策に向けた提案書 

～みんなで作るがん政策～ 
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がん対策推進協議会 

 

平成 22（2010）年 3月 31 日 

 




